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19 特定`第３表２における事業者の全体又は事業分類ごとの電気の需要の平準化に資する措置を
評価したエネルギーの使用に係る原単位（以下「電気需要平準化評価原単位」という。）等の求
め方は、以下のとおりとする。なお、特定事業者が設置するすべての工場等又は特定連鎖化事
業者が設置するすべての工場等及び加盟者が設置する当該連鎖化事業に係るすべての工場等の
事業分類、VＣの構成割合（VＤ）、事業ごとの生産数量又は建物の延床面積その他のエネルギー
の使用量と密接な関係を持つ値（VＥ）については、特定`第３表１における算定と同じとする
こと。
\ VＥがそれぞれの事業で同じ単位、もしくは共通のVＥに換算可能であり、事業者全体の電気
需要平準化評価原単位VＷ Ðが算出可能な場合は、以下のア．により事業者全体としての電
気需要平準化評価原単位を算出する。
ア．事業者全体としての電気需要平準化評価原単位VＷ Ðが算出可能な場合
事業分類ごとに、以下の数値を記入していくことにより、事業者全体の電気需要平準化評
価原単位VＷ Ðを求める。
Êエネルギーの使用量の合計（原油換算S）・・・VＡ

Ë電気需要平準化時間帯の買電量の合計（原油換算S）・・・VＡ Ð

Ì販売した副生エネルギーの量の合計（原油換算S）・・・VＢ

ÍVＡ＋VＡ Ð×（評価係数－１）－VＢ・・・VＣ Ð

Î生産数量又は建物の延床面積その他のエネルギーの使用量と密接な関係を持つ値・・・
VＥ

Ï事業分類ごとのVＣ Ð及びVＥを事業者全体で合計し、それぞれの合計値VＵ Ð、VＶを求めるこ
とにより、事業者全体の電気需要平準化評価原単位VＷ Ð＝VＵ Ð／VＶが求められる。

ÐVＷ Ðと前年度の原単位VＸ Ðの比・・・VＹ Ð

22 特定`第５表は、例えば「ôの理由」が「Ëの理由」と同様になる場合には、「Ëと同じ」と記
入してもよい。

23 特定`第６表は、事業者が工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の
基準（平成21年経済産業省告示第66号）に定めるベンチマーク指標の対象となる事業（以下「ベ
ンチマーク対象事業」という。）を行っている場合に、ベンチマーク対象事業の名称、ベンチマー
ク指標の状況及びベンチマーク対象事業のエネルギー使用量について記入すること。

24 特定`第７表は、事業者がベンチマーク対象となる事業を行っている場合に、ベンチマークの
状況に関し、参考となる情報を記載すること。

25 特定`第８表は、該当するものに■印を付すこと。また、該当しない項目については、欄全体
に斜線を引くこと。

26 特定`第10表は、特定事業者が設置するすべての工場等又は特定連鎖化事業者が設置するすべ
ての工場等及び加盟者が設置している当該連鎖化事業に係るすべての工場等のうち、第一種エ
ネルギー管理指定工場等又は第二種エネルギー管理指定工場等の指定を受けている工場等をす
べて記入すること。指定区分の変更が必要な場合は、「（指定区分の変更手続きが必要î）」欄に
■印を付すこと。

27 特定`第11表は、現在エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、エネ
ルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等をすべて記入すること。

28 特定`第12表及び指定`第10表の記入に当たっては、特定`第12表及び指定`第10表に記載さ
れた備考欄を参照すること。

29 指定`第２表の「産業用蒸気」、「産業用以外の蒸気」、「温水」、「冷水」の使用量を熱量換算する
際、別表第２に規定する換算係数に代えて、当該熱を発生させるために使用された燃料の発熱
量を算定する上で適切と認められるものを使用した場合は、当該係数の根拠となる資料を添付
すること。

30 指定`第２表に記入する際に、都市ガスについては、供給会社等から提示された単位発熱量を
指定`第２表欄外に記入すること。

31 指定`第３表は、原則として各設備の年間のエネルギーの使用量の合計が、当該工場の総エネ
ルギー使用量の８割を網羅するよう記入すること。

32 指定`第８表は、専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等（法第５条第１項第１号）
に該当する場合は１、それ以外の工場等（法第５条第１項第２号）に該当する場合は２につい
て、該当する項目に■印を付し、必要な箇所については数値を記入すること。また、該当しな
い項目については、当該項目の欄全体に斜線を引くこと。

] VＥが事業ごとに異なり、事業者全体の電気需要平準化評価原単位VＷ Ðが算出困難な場合は、
以下のア．により事業者の電気需要平準化評価原単位の対前年度比VＺ Ðを算出する。

ア．事業者全体としての原単位VＷ Ðの算出が困難な場合
事業分類ごとに、以下の数値を記入していくことにより、事業者全体の電気需要平準化評
価原単位の対前年度比VＺ Ðを求める。
Êエネルギーの使用量の合計（原油換算S）・・・VＡ

Ë電気需要平準化時間帯の買電量の合計（原油換算S）・・・VＡ Ð

Ì販売した副生エネルギーの量の合計（原油換算S）・・・VＢ

ÍVＡ＋VＡ Ð×（評価係数－１）－VＢ・・・VＣ Ð

Î事業分類ごとのVＣの値の、事業者全体の合計値に対する構成割合（％）・・・VＤ

Ï生産数量又は建物の延床面積その他のエネルギーの使用量と密接な関係を持つ値・・・
VＥ

Ð電気需要平準化評価原単位・・・VＣ Ð／VＥ＝VＦ Ð

Ñ前年度の電気需要平準化評価原単位・・・VＧ Ð

Ò事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位の対前年度比（％）・・・VＨ Ð

Ó事業ごとの電気需要平準化評価原単位の対前年度比VＨ ÐをVＤの重みで加重平均し、事業
者全体の電気需要平準化評価原単位の対前年度比を求める。VＺ Ð＝{Ð＋|Ð＋}Ð＋・・・

20 特定`第４表及び指定`第６表の上段の欄には、当該年度を含む直近５年間の年度を記入する
こと。また、「エネルギーの使用に係る原単位」及び「電気需要平準化評価原単位」、並びにそ
れぞれの「対前年度比」の欄には、原則として当該年度値の算定に使用した計算式により算定
した値を記入すること。なお、特定`第３表１及び２において事業者全体の原単位VＷ及び事業

者全体の電気需要平準化評価原単位VＷ Ðが算出困難であった場合は、「エネルギーの使用に係る
原単位」及び「電気需要平準化評価原単位」は空欄とし、「対前年度比」にVＺ及びVＺ Ðを記入す
ること。

21 特定`第４表及び指定`第６表の「５年度間平均原単位変化」の欄には、エネルギーの使用に
係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の過去５年度間の対前年度比をそれぞれ乗じた値の
４乗根となる値を記入すること。算出方法は、以下のとおり。
\ エネルギーの使用に係る原単位

５年度間平均原単位変化（％）＝（VＪ×VＫ×VＬ×VＭ）１／４（％）又は
５年度間平均原単位変化（％）＝（Vｄ×Vｅ×Vｆ×Vｇ）１／４（％）

] 電気需要平準化評価原単位
５年度間平均原単位変化（％）＝（VＪ Ð×VＫ Ð×VＬ Ð×VＭ Ð）１／４（％）又は
５年度間平均原単位変化（％）＝（Vｄ Ð×Vｅ Ð×Vｆ Ð×Vｇ Ð）１／４（％）
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